
１．芦北地域保健医療計画の推進
➢計画の推進及び進捗管理
➢芦北地域保健医療推進協議会の開催

２．地域医療構想の実現に向けた取組推進
➢構想実現に向けた協議

３．在宅医療連携体制の整備
➢地域在宅医療サポートセンターの円滑な事業実施・運営支援
➢在宅医療連携体制検討地域会議の開催

４．災害医療提供体制の構築推進
➢保健医療調整現地本部の設置・運営
➢地域災害医療コーディネーター等との連携

５．新型コロナウイルス感染症の発生に備えた体制の充実
➢医療提供体制の強化

令和３年度熊本県県南広域本部芦北地域振興局 主要事業【保健福祉環境部】

１．食品衛生の推進
➢食品取扱施設の監視指導等
➢講習会等啓発活動

２．環境保全の推進
➢大気汚染・水質汚染対策
➢廃棄物の適正処理

３．動物愛護の推進
➢引取り抑制
➢譲渡推進

１．新型コロナウイルス感染症のまん延防止
➢患者発生時の積極的疫学調査及び行政検査の実施
➢入院、宿泊療養等の調整

２．精神保健福祉の推進
➢啓発活動及び相談への専門的対応
➢福祉及び社会復帰対策

３．水俣病被認定患者の保健福祉対策の推進
➢家庭訪問を通した保健指導等の実施
➢水俣病被害者等保健福祉ネットワークの活動支援

１．生活困窮者の自立支援
➢保護の適正実施及び自立支援
➢生活困窮者自立支援制度

２．高齢者福祉の推進
➢地域包括ケアシステムの構築
➢在宅医療と介護の連携体制の構築

３．障がい者福祉の推進
➢第６期熊本県障がい者計画の着実な推進
➢地域療育環境の向上

４．ひとり親家庭等福祉の推進
➢生活・就労等の支援
➢虐待防止等の対策

Ⅰ 総務企画課

Ⅱ 福祉課

Ⅲ 衛生環境課

Ⅳ 保健予防課



総務企画課の業務

１ 芦北地域保健医療計画の推進
２ 地域医療構想の実現に向けた取組推進
３ 在宅医療連携体制の整備
４ 災害医療提供体制の構築推進
５ 新型コロナウイルス感染症の発生に備
えた体制の充実



第７次熊本県保健医療計画（2018～2023年度）

１．芦北地域保健医療計画の推進

➣ 本県における保健医療体制の確保等を図るため、医療法第３０条の４の規定に基づき、熊本県保健医
療計画が策定されており、芦北地域保健医療計画は芦北圏域の計画として位置づけ。

➣ 施策毎に目標及び評価指標を設定し、医療、保健、行政等関係機関が一体となって取り組む。

地域計画の推進体制（芦北地域保健医療推進協議会）

第６次地域計画（2013～2017年度）
の達成状況

（凡例）
Ｓ：既に目標を達成
Ａ：計画どおりに順調に施策に取り組んでいる
Ｂ：目標達成には、さらに努力が必要
Ｃ：目標達成は困難
─：把握できない

（概要） 芦北地域において必要な次の事項について検討する。
○健康づくりと疾病予防対策に関する事項
○保健医療提供体制に関する事項
○保健・医療及び福祉の機能連携等に関する事項
○保健医療圏を所管する保健所の運営に関する事項

○その他熊本県保健医療計画の推進に関する事項
（構成委員） ２６名

： 県議会議員、市町長、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、
栄養士会、老人クラブ連合会 等

（開催頻度） 年１回程度

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ ─ 計

Ⅰ 2 1 0 3 2 8

Ⅱ 21 3 0 7 4 35

Ⅲ 4 1 0 0 0 5

Ⅳ 8 2 0 5 0 15

計 35 7 0 15 6 63

※Ⅰ～Ⅳは、第６次計画の「施策の柱」の項目

Ⅰ：子どもの頃からの生涯を通した健康づくり
Ⅱ：安心して暮らせる保健医療提供体制の整備
Ⅲ：人材の確保と資質の向上
Ⅳ：健康危機に対応した体制づくり

二次保健医療圏ごとに、地域の課題の掘り下げや連携体制
の構築など、地域の特性に応じた重点的な取組み等を記載す
る１0の計画を策定（県計画との整合を図る）
①熊本・上益城 ②宇城 ③有明 ④鹿本 ⑤菊池
⑥阿蘇 ⑦八代 ⑧芦北 ⑨球磨 ⑩天草

［ 基 本 目 標 ］

安全安心な暮らしに向けた、一人ひとりの健康づくりと
地域における保健医療の提供

［ 施 策 の 柱 ］
生涯を通じた健康づくり
地域で安心して暮らせる保健医療の提供
地域の保健医療を支える人材の確保・育成
健康危機に対応した体制づくり

計画の実現に向けて（進行管理など）

第７次熊本県保健医療計画

第７次地域保健医療計画

調和

整合・連携

・第４次くまもと21ヘル
スプラン
・第３次がん対策推進

計画
・第４次歯科保健医療
計画
・第２期熊本県自殺対
策推進計画

・熊本県感染症予防
計画

など

・第８期熊本県高齢者
福祉計画
・第６期熊本県障がい
者計画

・第２期くまもと子ども・
子育てプラン

・熊本県地域防災計
画

など

関連計画

地域医療構想の推進

平成28年熊本地震からの医療提供体制等に係る創造的復興

（意見等を反映）

県保健医療推進協議会

パブリックコメント

市町村等との関係機関

県民意識調査

（意見等を反映）

地域保健医療推進協議会

市町村等との関係機関

県民意識調査

県医療審議会



芦北構想区域の状況

１ 人口の推移・見通し

２ 将来の医療需要・病床数の推計／３ 病床機能報告における報告
病床数との比較

※省令に基づく2025年の在宅医療等の必要量は、978人/日

２．地域医療構想の実現に向けた取組推進

➣「地域医療構想」は、２０２５年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに

２０２５年の医療需要（推計入院患者数）と病床の必要量（必要病床数）を推計し、定めるもの。

（医療介護総合確保推進法に基づくもので、熊本県は平成２９年３月に策定）

➢平成２９年度に地域医療構想調整会議を設置し、現在、構想実現に向けた協議を行っている。

目指すべき医療提供体制の実現に向けた施策

１ 病床の機能の分化及び連携の推進
・「くまもとメディカルネットワーク」の構築の推進 等

２ 在宅医療等の充実
・切れ目のない医療介護連携体制の構築の推進 等

３ 医療従事者・介護従事者の養成・確保
・修学資金貸与（医師、看護職員、介護従事者） 等

地域医療構想の実現に向けた推進体制
１ 推進体制

地域医療構想調整会議を構想区域ごと並びに全県単位で設置し、
地域医療介護総合確保基金の活用など、構想実現に向けて協議を行
う。（年度内３回開催予定）
【R1協議内容】
政策医療を担う中心的な医療機関以外の病院の2025年に向け
た対応方針に係る協議、非稼働病棟の協議、外来医療計画に
係る地域の意見のまとめ 等

２ 進行管理
地域医療構想の実現に必要な事業の進捗状況を毎年度評価し、

地域医療構想調整会議での意見等を踏まえ、必要に応じて施策や事
業の見直しを行う。

医療提供体制上の課題

１ 病床の機能の分化及び連携の推進
２ 在宅医療等の充実
３ 医療従事者・介護従事者の養成・確保

２０４０
年まで
上昇



在宅医療連携体制検討地域会議

（名称）水俣・芦北地域在宅医療連携体制検討地域会議
（概要）医療・介護の連携体制の構築を図り、地域における在宅医

療の課題や解決策、連携のあり方を多職種により協議する。
（平成25年度設置：事務局は保健所）

（構成委員：19名）
医師会、歯科医師会、薬剤師会、地域支援病院、看護協会、
訪問看護ステーション連絡協議会、地域包括支援センター等

（開催頻度）年１回程度

３．在宅医療連携体制の整備

➣住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らすことができるよう、医療、介護、行政等多職種の参加により

在宅医療の課題、対応策等について協議。

➢関係機関と連携して圏域内に地域在宅医療サポートセンターを設置し、地域特性に応じた在宅医療を推進。

在宅医療サポートセンターで行う事業内容

・中央及び各地域に設置（中央１、各地域18）
【県センター】
◎県内全域の在宅医療推進に取り組む拠点（県医師会）
◎在宅医療連合会の運営、地域在宅医療サポートセンター連絡会議
の運営、医師の人材育成、県民への普及啓発

【地域センター】
◎地域の在宅医療推進に取り組む拠点（医療機関等）
◎在宅療養の取組みの充実（急変時対応、入退院支援）、地域におけ
る在宅医療の普及促進（サービス提供量の増加に向けた取組み等）

水俣芦北圏域在宅医療・介護連携支援センター概念図

※１市２町
から委託

（H28.4～）

＜出典＞支援センター作成資料より



県保健医療調整現地本部（イメージ）

役割：地域災害医療コーディネーター、地域災害医療サポートチームの支
援を受け、被災地の医療救護活動に係る情報収集と伝達、市町災害
対策本部等からの支援要請への対応等を行う。

各班の役割（抜粋）
【企画班】・医療救護対策室との連絡調整

・情報収集班、記録班の情報分析、評価し、対策の企画・立案
・地域災害医療対策会議の開催

【情報収集班】・庁内外からの情報収集によるニーズとリソースの把握
・ＥＭＩＳ管理

【記録班】・クロノロ作成

４．災害医療提供体制の構築推進

➢保健医療調整現地本部（本部長：保健所長）は、地方災害対策本部が設置された場合等に保健所内に設置。

（設置したときは、地域振興局長に速やかにその旨報告する）

➣保健医療調整現地本部は、地域災害医療コーディネーター、災害薬事コーディネーターを招集し、関係団体の

情報連絡員を受け入れ、現地の医療救護体制の調整を行う。

災害医療提供体制図

◇地域災害医療コーディネーター
廣瀬医師（国保水俣市立総合医療センター）
岡部医師（岡部病院）

◇地域災害保健医療対策会議（年１回以上会議の開催必要）
ﾒﾝﾊﾞｰ：地域災害医療コーディネーター、参加団体＊ 等

※関係者、関係機関等と連携し、継続的に訓練を実施していく必要あり
＊平時の参加団体
災害拠点病院、医師会、歯科医師会、看護協会、薬剤師会 等

＊災害時の参加団体
ＤＭＡＴ、ＪＭＡＴ、日赤、ＤＰＡＴ、各医療チーム、自衛隊 等



地域における医療提供体制（イメージ）

５．新型コロナウイルス感染症の発生に備えた体制の充実

➣新型コロナウイルス感染症患者の受入れ病床の確保等について、感染症指定医療機関や管内の関係医療機関

との連携を図り、医療提供体制の充実強化に取組む。

＜出典＞厚生労働省作成資料より



福祉課の業務

１ 生活困窮者の自立支援

２ 高齢者福祉の推進

３ 障がい者福祉の推進

４ ひとり親家庭等福祉の推進



保護の適正実施及び自立支援
～生活保護の状況～

１．生活困窮者の自立支援
➣ 生活困窮者に対する最低生活の保障と自立助長という生活保護の目的に基づいて、保護の適正実施及び自立
支援に取り組んでいる。

➣ また、生活困窮者に対する総合的な相談窓口を設置する社会福祉協議会と連携して、生活保護制度も含めた
切れ目ない支援に取り組んでいる。

生活困窮者自立支援制度
～生活保護制度も含めた生活困窮者への切れ目ない支援～
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⑴ 相談窓口

　 生活困窮者の相談を一元的に受け付ける「相談窓口」を社会福祉協議会に

　 設置

⑵ 住宅確保給付金

　 離職により住宅を失った生活困窮者に対して、家賃相当の「住宅確保給付

　 金」を支給

⑶ 一時生活支援

　 ホームレスなど住居がない方に対して、宿泊場所や衣食等を提供

⑷ 家計相談支援

　 多重債務等で家計に問題がある方に対して、家計簿の作成指導

⑸ 就労準備支援

　 就労が困難な方に対して、日常生活訓練やビジネス講座等を開講

⑹ 自立相談支援事業による就労支援

　 関係機関への同行訪問や就労支援員による就労支援

⑺ 子どもの学習援助・生活支援

　 生活困窮家庭の子どもに対して、学びの場としての学習塾を開講

⑶ 一時生活支援

⑹ 自立相談支援事業による就労支援

⑸ 就労準備支援
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地域包括ケアシステムの構築

２．高齢者福祉の推進

在宅医療と介護の連携体制の構築

➣ 高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、医療・介護・予防・生活支援等を一体的に提供される

包括的な支援・サービス供給体制（地域包括ケアシステム）の構築を進めている。

➣ 地域包括ケアシステムの要となる在宅医療と介護の連携体制の構築に向けた管内３市町と郡市医師会等との協議に

より、同医師会に在宅医療・介護連携事業を委託している。



第６期熊本県障がい者計画の着実な推進

３．障がい者福祉の推進

地域療育環境の向上

➣ 第６期熊本県障がい者計画「くまもと障がい者プラン」及びその実施計画である「第６期熊本県障がい福祉計画」及び

「第２期障がい児福祉計画」に基づき、圏域の特性や課題に応じた重点施策を推進している。

➣ また、療育が必要な障がい児に対して、保健、医療、福祉、教育等のサービスを総合的に調整・提供するため、関係機

関と連携して地域療育環境の向上に取り組んでいる。



生活・就労等の支援

４．ひとり親家庭等福祉の推進

虐待防止等の対策

➣ 母子父子自立支援員を配置し、母子父子寡婦福祉資金の貸付を行うなど、生活・就労支援等を実施している。特に、

子どもたちの進学と就学を支援するため、修学資金及び就学支度資金について積極的な貸付を行っている。

➣ 要保護児童、ＤＶ被害者、高齢者虐待被害者及び障がい者虐待被害者の適切な保護を図るために、関係機関と必要な

情報を交換するとともに、支援の内容に関する協議を行っている。



衛生環境課の業務

１ 食品衛生の推進

２ 環境保全の推進

３ 動物愛護の推進



１ 食中毒の発生状況（過去10年間の推移）

１．食品衛生の推進

➢「令和３年度熊本県食品衛生監視指導計画」に基づき、年間を通じて食品取扱施設の監視指
導と食品の収去検査を実施し、営業者や消費者を対象とした講習会の開催、食中毒注意報の発令
や市町の広報を利用したタイムリーな啓発に努め、食の安全のための施策に取り組んでいる。

Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度R2年度

管 内 0 1 0 0 1 0 1 1 0 0
熊本県 7 7 13 8 11 10 10 6 6 10

２ 計画に基づく監視指導等の結果

Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度 R2年度

対象施設数 1,3331,4951,5001,4451,379

立入施設数 32428994924486

収去食品数 85 75 80 76 33

違反食品 1 0 0 0 0

講習会 15 18 16 18 5

参加者数 820867746815235

３ 令和２年度の取組み
監視対象施設数 ： １，３７９ 施設

立入指導実施施設数 ： ８６ 施設

収去検査実施食品数 ： ３３ 検体

うち、違反件数 ： ０ 件

講習会の開催回数 ： ５ 回

延べ受講者数 ： ２３５ 人

一日食品衛生監視員 ： ０回

食中毒注意報発令 ： １回（７/２１）
市町広報依頼内容 ：春の行楽シーズンに備えて

秋の食品誤食防止
ﾉﾛｳｲﾙｽ流行期の対策

など



１ 環境保全の取組み
（１）大気汚染対策

大防法に基づく特定施設の監視と検査を実施。
また、県内３５か所の観測点（管内:水俣保健所､小田浦
公民館）のデータを１時間毎に更新し県民に情報公開して
いる。

(２）水質汚染対策
水濁法に基づく特定施設の監視と検査を実施。
また、管内３河川の４地点を毎月、海水浴場３カ所、定
点井戸を毎年、水質検査を実施している。

２．環境保全の推進

➢特定事業場に対する立入と検査、公共用水域と地下水の検査など環境保全の施策に取り組んで
いる。また、県下の測定局で大気汚染物質の常時監視を実施し、数値を公開。

➢廃棄物関係事業者の立入指導及び不法投棄のパトロールを実施し、関係機関と連携しながら産
業廃棄物の適正処理を推進している。

２ 廃棄物の適正処理の取組み
（１）廃棄物処理施設等の許可

廃棄物の処理施設及び処分業の各種許可事務を実施して
いる。

（２）産業廃棄物適正処理の指導
各種事業場立入の際に廃棄物の適正処理に係る啓発も
実施している。

（３）不法投棄パトロールと関係機関との連携
廃棄物監視指導員が毎日パトロールを実施し、不法投棄
の発見と抑止に努めている。
また、不法投棄の解決には警察、市町の連携が重要なこ
とから、毎年定期的に連携会議を開催し、事象発生の際は
迅速に対応できる体制を整えている。

施設許可 事業許可

中間処理 最終処分 収集運搬 中間処理 最終処分

15 1 37 12 0 

稼働日数 走行距離 発見数 解決数

208日 13,113km17件 8件

水質関係実績

監視件数 ４４ 件

検査数 ３１ 件

違反数 ３ 件

水質事故対応件数 ０ 件

河川水質検査結果評価
AA目標：１地点 達成

A目標：３地点 達成

海水浴場検査結果評価 AA評価：２ヶ所、A評価１カ所

大気関係実績

監視件数 １０２ 件

検査数 ０ 件

違反数 ０ 件

光化学スモッグ注意報発令回数 ０ 回

〃 警報発令回数 ０ 回

ＰＭ２．５注意喚起情報発表回数 ０ 回



１ 引取り抑制の取組み
（１）飼い犬、飼い猫の引取り業務の見直し

無計画な繁殖、高齢、病気、引っ越しなど飼い主の身勝
手な理由によるものが大半であったことから、引取りを
一時拒否し、一定の要件を設け「やむを得ない場合」のみ
引き取ることとしている。

（２）飼い主のいない犬猫の引取り業務の見直し
飼い主不明の犬猫引取り業務も、大半が駆除を目的とし
た猫の持ち込みであったことから、業務目的を明確にして
引取りの抑制を行っている。

犬 猫

３．動物愛護の推進

➢動物愛護の精神を広く県民に普及・定着させるため、「熊本県動物愛護推進計画」を策定し、
計画に基づいて様々な施策に取り組んでいる。

➢平成２９年４月１日から、従来の動物管理センターを「動物愛護センター」と改称し、犬と猫
の殺処分「０（ゼロ）」を目指し、業務に取り組んでいる。

２ 譲渡推進の取組み
（１）保管期間の延長と情報の拡散

法定保管期間は３日であるが、できるだけ長く保管する
とともに、県の動物愛護ホームページに迷子情報と譲渡情
報を整理・掲載し、返還、譲渡の機会に触れられるよう努
めている。

（２）動物愛護団体との連携
県に登録している動物愛護団体に対して積極的に情報を
提供し、連携して新たな飼い主探しに取り組んでいる。

（３）動物愛護に関する行事の開催
※新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、令和２年
度は中止とした。
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保健予防課の業務

１ 新型コロナウイルス感染症のまん延防止

２ 精神保健福祉の推進

３ 水俣病被認定者の保健福祉対策の推進



○熊本県における発熱等の症状のある方の受診・相談体制

○水俣･芦北地域の新型コロナウイルス感染症陽性者数

データ：熊本県オープンデータサイト

１．新型コロナウイルス感染症のまん延防止

〇陽性判明時における療養場所の決定までの流れ

➣体調不良を訴える住民が適切な診療・検査を受けることができるよう、相談機関・医療機関への紹介等

対応を行う。

➣新型コロナウイルス感染症が陽性になった住民に対し、地域の指定医療機関と連携し、適切な療養場所を

提供する。また、陽性者へ聞き取り調査を行い、濃厚接触者等へ検査を実施して感染拡大の防止に努める。
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自立支援医療費公費負担制度受給者数（人）

管内等級別の精神保健福祉手帳交付状況

２．精神保健福祉の推進

➣精神障がい者が安心して生活できるように、精神障がいに対する理解促進のための啓発活動を行い、相談に対

して専門的な対応を行う。

➣研修会や会議等を開催し、関係機関と連携し、精神障がい者を地域で支えていくための体制を整備する。



３．水俣病被認定者の保健福祉対策の推進

水俣病被害者等保健福祉ネットワーク

➣在宅で療養されている水俣病認定患者に対し、家庭訪問を実施し日常生活の指導や保健指導を行う。併せて、関係機

関と連携し、在宅療養の支援体制の充実を図る。

水俣病被害者等

ケア会議 （随時）
高齢・障害ケアマネージャー

保健福祉施設担当者

行政担当者 等
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